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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 
  令和５年１月２４日 

件 名 アレフ（オウム真理教）対策について

所管部課名 危機管理部 危機管理課 

内 容 

１ オウム真理教対策関係市区町連絡会意見交換会について 

（１）日 時 令和４年１２月２０日（火）午後１時３０分から

（２）場 所 シアター１０１０ 講義室

（３）内 容

ア 第一部 市区町連絡会担当者による意見交換

イ 第二部 公安調査庁による現況報告

（４）出席者

市区町連絡会加入自治体代表（１３自治体参加）

※ 意見交換会終了後、法務大臣及び公安調査庁長官への要請行動を

行った。 

２ 反社会的団体の規制に関する条例に基づく【第３次】過料処分取消請

求事件 

（１）第１回口頭弁論

ア 日 時 令和５年２月２０日（月）午後２時３０分

イ 場 所 東京地方裁判所

問 題 点 

今後の方針 
今後も、他自治体との情報交換など連携に努めていく。 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和５年１月２４日 

件 名 
区施設における放射線量低減対策（地中埋設）を行った箇所の再測定結

果について 

所管部課名 危機管理部 危機管理課、総務部 資産管理課、環境部 生活環境保全課 

内  容 

東日本大震災の原発事故の影響により局所的に放射線量が区の指標値(※)

以上となった地点について、区では清掃、砂や土の除去、地中埋設等の低減

対策を実施してきた。 

区民への安心情報提供のために実施した、過去に低減対策を行った地点の

空間放射線量の再測定の結果について以下のとおり報告する。 

※ 区の指標値：地上５０センチメートルで毎時０.２５マイクロシーベルト

１ 測定施設数 

施設名 施設数 備考 

小学校 ６３ 
統合校、廃校を含む 

中学校 ３１ 

公 園 １４ 児童遊園を含む 

保育園   ７ 公設民営園、私立園を含む 

地域学習センター   １ 佐野地域学習センター 

保健総合センター   １ 千住保健センター 

合 計 １１７ 

※ 旧あやせ保育園の土地は、中学校で計上している。

２ 測定箇所 

（１）汚染土を地中埋設した地点

（２）区の指標値を超えた地点

３ 測定方法 

（１）シンチレーション式サーベイメーター（ガンマ線用）を使用

（２）地上５、５０、１００cmの３種類の高さで測定

（３）１回３０秒の測定を５回繰り返した平均を測定値とする。

４ 測定期間 

  令和４年９月２１日～令和４年１２月２日 
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５ 測定結果（測定値の単位：μ㏜/時） 

  すべての測定地点で区の指標値（地上 50ｃｍで 0.25マイクロシーベル

ト毎時）を下回っている。

施設 

分類 

低減対策箇所 埋設箇所 指標値 

5ｃｍ 50ｃｍ 1ｍ 5ｃｍ 50ｃｍ 1ｍ 

50ｃｍ

で

0.25μ

㏜/時 

小学校 
最小値 0.04 0.05 0.04 0.04 0.04 0.04 

最大値 0.15 0.15 0.11 0.15 0.11 0.09 

中学校 
最小値 0.05 0.05 0.04 0.04 0.05 0.04 

最大値 0.17 0.10 0.10 0.17 0.10 0.09 

公園 
最小値 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04 

最大値 0.09 0.08 0.07 0.09 0.08 0.07 

保育園 
最小値 0.05 0.05 0.05 0.05 0.04 0.04 

最大値 0.11 0.09 0.08 0.11 0.09 0.08 

地域学習センター 0.14 0.10 0.08 0.14 0.10 0.08 

保健総合 

センター

最小値 0.06 0.07 0.07 
0.14 0.08 0.07 

最大値 0.16 0.10 0.08 

※ 高さ 50cmの測定値は、0.04～0.15μ㏜/時

６ 測定結果 

令和４年１２月までに、調査結果が出たところからホームページ上で段

階的に公表した。 

問 題 点 

今後の方針 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和５年１月２４日 

件 名 
令和４年度第２回北千住駅前・綾瀬駅等滞留者対策推進合同協議会の実

施について 

所管部課名 総合防災対策室 災害対策課 

内 容 

令和４年度第２回北千住駅前・綾瀬駅等滞留対策推進合同協議会の実施に

ついて、次のとおり報告する。 

１ 令和４年度第２回合同協議会 

（１）日  時 

令和４年１１月１１日（金）午後２時から４時 

（２）会  場

足立区生涯学習センター講堂

（３）参加機関

全３９機関中２７機関、３２名

（４）実施内容

ア 第１回協議会での審議事項について（別紙）

書面開催により行った第１回協議会での、以下審議事項３点につ

いて内容を再確認するとともに、協議会員より頂いた意見・要望につ

いて区の考えを紹介。 

（ア）審議事項１「協議会の組織体制の見直し」

（イ）審議事項２「都市安全確保促進計画の修正」

（ウ）審議事項３「計画体系の見直し」

イ 意見交換

駅前滞留者対策に関しての課題を明らかにし、ルール・行動指針へ

反映させるための意見交換を実施。 

ウ 今後の活動について

（５）実施結果

ア 審議事項について

（ア）審議事項１「協議会の組織体制の見直し」について承認となり、

協議会会長に区長が就任した。

（イ）審議事項２「都市安全確保促進計画の修正」について、発災時の

地域の共通ルールや行動指針の策定等を反映させる必要があるこ

とから、令和４年度での修正を延期する。 

（ウ）審議事項３「計画体系の見直し」について、新たに作成した行動

指針に、第２回協議会の意見交換結果を反映させていく。 
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イ 意見交換での主な意見

（ア）事業者は情報を迅速に収集し利用者に提供する必要がある。

（イ）事業者としては、利用者の安全確保を第一に対応する。

（ウ）滞留者の混乱防止や誘導について整理をする必要がある。

（エ）各事業所でできることをやっていく。

（６）第２回協議会を踏まえた今後の方針

ア 今後の方針

（ア）意見交換を踏まえ、帰宅困難者対策に対する基本知識の不足や共

通認識、相互理解の不足など多くの課題があることが浮き彫りにな

った。  

（イ）発災時に駅前滞留者対策で中心となる協議会員でコア会議を実施

し、駅前滞留者対策に関する共通認識、相互理解を深め、災害時の

各機関の動きを明らかにしていく。 

イ 今後のスケジュール（予定）

年 月 内 容 

令和５年１月 

２月中旬 

３月 

想定シナリオの作成 

個別協議会員との意見交換（１回目） 

意見交換結果を行動指針等への反映 

令和５年５月 

６月 

８月 

個別協議会員との意見交換（２回目） 

協議会（全体会）の実施  

東京都合同訓練  

今後の方針 
駅前滞留者対策推進協議会に、東日本大震災時の対応経験や、専門的な知

識を持つアドバイザーを設置していく。 
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令和４年度 第１回 北千住駅前・綾瀬駅等滞留者対策推進合同協議会 

審議事項について 

１ 組織体制の見直し 

協議会の進行および駅前滞留者対策を牽引していくため、さらに、これまでの協

議会での検討内容を活かしながら、国庫補助金などの予算を担保・活用し、実効性

のある対策がとれる協議会とするため、協議会会長には足立区長を充てることとす

る。副会長には、公共交通事業者、商業施設事業者及び商店会、その他駅周辺事業

者から会長がそれぞれ１名ずつ選任し、３年の任期を設ける。 

▽組織体制見直し図（令和３年度協議会資料より再掲）

２ 都市安全確保促進計画の修正 

（１）都市安全確保促進計画について

ア 「都市安全確保促進計画」は、ターミナル駅周辺をはじめとする人口・機能

集積エリアの防災機能強化を促進するための計画。

イ 足立区では、北千住駅・綾瀬駅周辺地域で計画を定め、国と連携してソフト・

ハード対策を進める。

（２）修正事項について

ア 名称を現行の「都市安全確保促進計画」から、他自治体の計画と同様に「エ

リア防災計画」と修正。

イ 令和４年度は、災害用デジタルサイネージの整備など、ハード対策の進捗等

について内容の更新。

別紙
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３ 計画体系の見直し 

（１）計画体系の見直し

各計画類の位置付けを明確化するため、「北千住ルール・綾瀬ルール実践のた

めの行動指針」を作成し、行動指針に基づく手順書を策定するよう、計画体系を

見直し。 

▽計画体系見直し図（令和３年度協議会資料より再掲）

（２）北千住ルール・綾瀬ルール実践のための行動指針

「北千住ルール・綾瀬ルール実践のための行動指針」では、「大規模地震の発生

に伴う帰宅困難者対策のガイドライン（平成 27年 3月、内閣府）」に基づき、「自

助」「共助」「公助」の視点を取り入れた、「新しい北千住ルール・綾瀬ルール」

を策定。 

さらに、新しいルールのもと、各団体が共通の認識をもって行動できるよう、

行動指針を作成し、災害時に誰が何をするのか、時系列で整理。 

新しい北千住ルール・綾瀬ルール（案） 

ルール１ 大規模地震で電車が止まったら、一斉帰宅抑制(自助)

ルール２ 地域で協力して駅前の混乱を防ぐ・駅前滞留者の安全を確保する(共助)

ルール３ 区は現地本部から協議会の指揮・サポートをする(公助)
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料
令和５年１月２４日 

件 名 北鹿浜小学校及び鹿浜西小学校の統合に伴う避難所再編成について 

所管部課名 
総合防災対策室 災害対策課、調整担当課 

総務部 資産活用担当課 

内 容 

令和５年４月に北鹿浜小学校と鹿浜西小学校が統合し、鹿浜未来小学校が開

校する。これに伴い、次のとおり避難所を再編成するので報告する。 

１ 鹿浜未来小学校の避難所運営会議 

  北鹿浜小学校及び鹿浜西小学校の避難所を運営している町会・自治会が、

次のとおり、令和５年４月から鹿浜未来小学校の避難所を運営する。 

No. 町会・自治会 
運営する避難所 

令和５年３月まで 令和５年４月から 

１ 鹿浜島町会（※１） 

北鹿浜小学校 

鹿浜未来小学校 

２ 都営鹿浜五丁目団地自治会 

３ 
都営鹿浜五丁目団地北部自
治会 

４ 鹿浜古内町会 

鹿浜西小学校 
５ 鹿浜糀屋町会 

６ 鹿浜島町会（※１） 

７ 鹿浜団地自治会 

（※１）鹿浜島町会は、現行の両避難所運営会議に所属している。 

２ 鹿浜未来小学校の避難所機能 

（１）避難所の受入可能人数と備蓄数量

次のとおり、避難者受入可能人数や備蓄数量は、北鹿浜小学校と鹿浜

西小学校の合算した数量を鹿浜未来小学校は充足している。 

令和５年３月まで 

鹿浜西小

令和５年４月から 

増 減北鹿浜小 鹿浜西小 鹿浜未来小 増 減

受入可能 
人数(※２) 

600人 1,179人 
3,129人 ＋1,350人 

1,779人 

備蓄数量 
1,600人分 1,600人分 

3,200人分 ±0人分 
3,200人分 

（※２）各学校の体育館・教室等の面積を１人当たり１.６５㎡で換算 
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（２）鹿浜未来小学校の水害対策

・ 最大浸水深３.４ｍ(荒川はん濫時)でも浸水しない高さに２階以上

を設計（５階建て）

・ 体育館及び備蓄倉庫は、浸水しない２階に配置

・ 主要な電気設備機器は、浸水しない２階以上に配置

３ 鹿浜エリア周辺の避難所マップ 

４ 今後のスケジュール 

日 程 内 容 

令和５年３月上旬 
あだち広報３月１０日号や避難所周知チラシ

を鹿浜地域に全戸配布し、地域住民へ周知 

令和５年３月末まで 鹿浜未来小学校避難所運営会議の組織図策定 

５ 避難先について 

  災害時、火災や建物倒壊などにより、避難者の居住地から避難所までの

経路に危険が生じる場合等があるため、どこの避難所にも避難できるよう、

避難者の避難先は限定していない。 

問 題 点 

今後の方針 

１ 令和５年度には、鹿浜未来小学校の現地確認、避難所運営会議と区派遣

職員の顔合わせ及び避難所運営訓練を実施する。 

２ 鹿浜西小学校の跡地活用における事業者が決定し、避難所機能が明確に

なり次第、運営方法を検討していく。 

鹿浜五色桜小学校 

鹿浜菜の花中学校 

北鹿浜小学校 

江北小学校 足立西高校 

谷
在
家
駅 

鹿浜第一小学校 

… 鹿浜未来小学校を避難所運営するエリア 

鹿浜未来小学校 

鹿浜西小学校 

環七 

… 鹿浜未来小学校の通学区域図 

西
新
井
大
師
西
駅 

統合 
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